
業績目標の達成状況

5．先進的な取り組みを行い、成果があった

4．達成水準を上回る成果があった

3．業績目標を達成した

2．取り組んだが、業績目標を達成しなかった

1．業績目標に取り組まなかった
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（自己評価）
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組織使命達成に向けての目標 目標の達成水準 目標を達成するための手段

～私たちの組織使命と目標～
２０２３（令和５）年度 部局マニフェスト

理由

0595-22-9683(内線2410)連絡先

3

関連の施策・基本事業No 2-3・①

地域ぐるみの取組による交通安
全意識の向上

◎部局目標１

▼

・伊賀市交通安全推進協議会、警察等を中心
に、関係部署等（地域連携部・教育委員会）と連
携して、広報紙、ホームページだけでなくケーブ
ルテレビ（文字放送、特集等やフェイスブックなど
の広報により、交通安全意識向上のための、広
報活動を行う。
・高齢ドライバーに対して、後付安全運転支援装
置の普及促進を図る。
・学校、教育委員会、警察等と連携して「守ってく
れてありがとう」運動の啓発チラシを作成し、周
知を行う。

〈現在の状態〉
　交通事故は減少傾向（人身事故件数：113件、物
損事故件数：2,415件、計2,528件、交通死亡者5人）
にあるが、さらに、市民の交通安全意識を向上し、
市民の意識を高めることが必要である。　特に、自
転車運転時におけるヘルメットの着用は4月1日から
努力義務化されたが、着用への意識が市民に浸透
していない現状である。
また、高齢者ドライバーの交通事故が多発している
現状がある。
↓
〈達成目標〉
・人身事故件数：107件（前年比▲5％）

※目標が達成した状態
・自転車運転時におけるヘルメットの着用が市民に
周知されている。
・交通安全行動を通して、市民に交通安全意識の高
揚と交通マナーが守られている。
・児童の交通安全対策として、「守ってくれてありが
とう運動」が日常化されている。
・市民の交通安全意識が醸成されている。

市民が安全で、穏や
かに暮らすことができ
る地域社会の構築

自転車ヘルメット着用や高齢者向け後
付安全運転支援装置補助のチラシを組
回覧し、春・夏・秋・年末の交通安全運
動期間にはチラシを配布し啓発を行っ
た。
後付安全運転支援装置補助について
は、30件の枠に対し、３件の補助を行っ
た。
また、各運動期間中には、小学校1校
ずつ持ち回りで、下校指導を兼ね、ま
もってくれてありがとう運動の啓発を
行った。（春：成和西、夏：上野南、秋：
三訪、年末：柘植）　春・秋の運動期間
中は、小学校において校内放送での呼
びかけを依頼した。

11月末現在　人身事故：138件（対前年
+39）
（うち死亡事故：３件(対前年-２件））
物件事故：2,457件（対前年+272）

3

関連の施策・基本事業No 2-3・②◎部局目標２

▼

〈現在の状態〉
　全国的にも凶悪犯罪が多発している現状におい
て、市民の防犯意識が他人事の意識がある。
　県内における特殊詐欺被害は、R5年2月末で、17
件。被害額約1,980万円であり、市内においても、3
件、158万円の被害が発生している。
　また、市内における刑法犯認知件数は、減少傾向
にあるが、昨年度で314件発生している。
↓
〈達成目標〉
・市内における刑法犯の減少（300件）。

※目標が達成した状態
　市民の防犯意識が向上し、犯罪が未然に防がれ、
安全安心な生活が送られている。

・警察等と連携し各種イベント等を通じて、防犯
啓発活動を行い、市民の防犯意識を高める。
・伊賀地区防犯協会が作成した犯罪に関する
ニュース等で犯罪に関連する情報を、広報紙、
ホームページだけでなくケーブルテレビ（文字放
送、特集等）やフェイスブックなどにより、市民に
情報提供し、市民の防犯意識を高める。
・住民自治協と協力して、高齢者を対象に防犯、
消費者出前講座等を開催し、防犯意識を高め
る。
・警察等と連携し、啓発等の在り方を検討する。

犯罪のない地域社会
の構築

地域ぐるみでの犯罪防止活動に
よる安全安心な地域社会の構築

防災・情報アプリ（ハザードン）でのリア
ルタイムに近い情報提供など、各種媒
体を利用して啓発を行った。
防犯・消費者問題をテーマとした出前
講座による啓発を行った(ハイトピア２
回、東部自治協（民生委員等対象）・上
野寺町・緑ケ丘南町で各１回実施済。
他に２件出前講座実施予定）
また、新たな取り組みとして警察、防犯
協会、民間防犯団体と連携して、高齢
者のための特殊詐欺被害防止教室を
開催し、参加者に簡易型警告・自動通
話型録音機を配布することで更なる意
識向上を促した。今後も出前講座など
で継続的に意識向上を図る予定。

特殊詐欺被害件数（11月末現在）
伊賀署：６件　4,082万円
名張署：３件　　　77万円



達成状況
（自己評価）

組織使命 組織使命達成に向けての目標 目標の達成水準 目標を達成するための手段 理由

3

◎部局目標３

▼

〈現在の状態〉
　SNSの普及や、成人年齢の引き下げにより、若年
層の被害増加が予想される。
　また、高齢者の消費者被害は増加傾向にある。
（2022年度：221件）
↓
〈達成目標〉
・若年層を対象とした消費者教育の実施し、理解度
（アンケート調査）を、70％目指す。
・地域（住民自治協）への出前講座を実施し、理解
度（アンケート調査）を、70％目指す。

※目標が達成した状態
消費者被害の未然防止が図られ、市民が安心して
生活できている。

・市民が気軽に相談ができるよう、特に若年層を
対象に消費者相談窓口の周知を、広報紙、ホー
ムページだけでなくケーブルテレビ（文字放送、
特集等）やフェイスブックなど広報媒体を用いて
行う。
・5月の消費者月間時において、ケーブルテレビ
を通じて、消費者トラブル予防について啓発を行
う。
・地域においては、特に高齢者を対象として、地
域を特定した講座を3回開催する
・さらに啓発DVDを貸し出し、啓発を行う。
・市内にある高校３校（あけぼの高、上野高、白
鳳高）の２年生・3年生を対象に消費者教育を開
催する。
・県の消費相談センターと連携を行い、相談対応
を行う。

犯罪被害防止教育・
啓発の実施による安
全な市民生活を構築

関連の施策・基本事業No 2-3・③

消費者教育の強化による被害の
未然防止

防犯・消費者問題をテーマとした出前
講座を５回実施(ハイトピア２回、東部自
治協（民生委員等対象）・上野寺町・緑
ケ丘南町で各１回実施済。他に２件出
前講座実施予定）した。
新たな取り組みとして自治協と連携した
催眠商法啓発も実施した。
若年層への啓発の取り組みとして、市
内高校生に向けた消費者教育の実施
を生涯学習課を通じて調整中である。

令和６年11月末消費者相談件数：112
件（対前年△46件）

3

◎部局目標４

▼

〈現在の状態〉
　伊賀市の持続可能な社会の実現と、環境に係る
方向性や取り組みを総合的に定めた「伊賀市環境
基本計画」が策定され、目標達成に向けた各課の
取り組み内容をアクションプランとして取りまとめる
準備段階である。
　今後は、カーボンニュートラルの実現に向けた目
標設定に着手する。
↓
〈達成目標〉
・アクションプランを策定し、関係部局における具体
的な取り組みと目標達成までのプロセスを明確にす
る。

・国の脱炭素化事業を活用し、再エネ導入に向けた
事業計画が策定されている。

※目標が達成した状態
　市職員及び市民の脱炭素社会への意識の向上に
より、温室効果ガスの削減と、環境に配慮したまち
づくりが進んでいる。

・国、県の補助事業等の研究を行い、伊賀市とし
て取り組める施策を明確にする。
・民間の脱炭素に向けた事業(エスコ事業など）と
連携した取り組みの検討を行う。
・関係部局との連携による公共施設への再生可
能エネルギー等の導入計画を検討する。（太陽
光設備、EV車の導入など）
・「（仮称）伊賀市ゼロカーボンシティ宣言」を表明
する。

身近な自然環境を保
全し、豊かな自然を次
代に継承

関連の施策・基本事業No 2‐4・①

脱炭素社会（カーボンニュートラ
ル）の実現に向けた取組の促進

・環境基本計画進行管理シート（アク
ションプラン）を策定中であり、事業内
容及び数値目標の取りまとめを実施し
た。現在は、環境審議会からの意見等
を踏まえた最終調整を行った。
・市の公共施設の屋根に太陽光発電設
備を設置することが可能かどうかのポ
テンシャル調査を令和６年度に実施す
べく、予算化及び国の交付金申請に係
る準備を進めた。
・民間企業と連携した脱炭素への取組
みを進めるため、企業との意見交換会
や勉強会の開催を検討した。



達成状況
（自己評価）

組織使命 組織使命達成に向けての目標 目標の達成水準 目標を達成するための手段 理由

3
身近な自然環境を保
全し、豊かな自然を次
代に継承

河川の水質調査や騒音・臭気等
の適正な調査・監視

◎部局目標５

▼

〈現在の状態〉
　市内河川15地点の水質調査を実施しているが、久
米川の河川BOD（生物化学的酸素要求量）の測定
値が、環境基準に達していない状況である。
↓
〈達成目標〉
・久米川のBODの測定値を基準値に達成できるよ
う、対象区域住民に水質状況の周知が図られ、水
質基準として100％が維持されている。

※目標が達成した状態
　市内全域の水質基準が達成され、豊かな自然環
境が保全されている。

・生活排水等における水質汚染の状況を、対象
区域住民に周知し、適正な排水について考える
機会を提供する。
・水質、悪臭等の環境測定について、外部委託を
検討する。

関連の施策・基本事業No 2-4・②

生活排水セミナーを12月2日に開催し、
生活排水に対する市民の意識が高まっ
た。
河川のBODの環境基準については、市
が測定しているすべての地点で達成す
る見込みである。

3
不法投棄を防止し、
豊かな生活環境を構
築

関連の施策・基本事業No 2-4・③

不法投棄を許さない意識の醸成
及び不法投棄防止の促進

◎部局目標６

▼

〈現在の状態〉
　不法投棄については減少傾向にあるが、R3年度
は8,100㎏という現状にあり、同じ場所に不法投棄さ
れるケースがある。
↓
〈達成目標〉
・不法投棄量が年間7,300㎏に減少（10％減）

※目標が達成した状態
　不法投棄が解消され、豊かな生活環境な中で、市
民生活が営まれている。

・事業者、環境団体、市民と共同により、クリーン
アップ事業を開催し、不法投棄を許さない環境意
識の醸成を図る。
・地域住民がともに環境パトロールを実施し、不
法投棄を防止する。
・土地所有者や管理者に対し、侵入路を止める
等の対応を依頼し、ともに不法投棄防止策を検
討する。
・広報紙、ホームページだけでなくケーブルテレビ
（文字放送、特集等）やフェイスブックなどにより、
不法投棄防止に向けた市民啓発を行う。
・5月の消費者月間時において、ケーブルテレビ
を通じて、不法投棄防止に向けた啓発を行う。

・不法投棄量（処理量）は、11月末現在
で5,400kgであり、年間ベースで8,100kg
と、目標値7,300kgに及ばない状況にあ
る。
・地域住民によるパトロール・不法投棄
物回収等の活動を支援するため処理
料金の減免を実施し、11月末で114件
の活動に繋がった。
・土地の所有者や地域から不法投棄に
関する相談があった際には、所有者等
の対応方法を含め防止対策を共に考
える取り組みを行った。
・住民啓発については、市ホームペー
ジの内容を更新するとともに、広報いが
11月号の啓発記事に掲載した。

関連の施策・基本事業No 2-5・①

ごみ処理コスト削減に向けた取
組の促進

◎部局目標７

▼

〈現在の状態〉
　令和4年度の一人当たりのごみ処理にかかる費用
は、11,940円と前年に比べ少し増加している。このこ
とはコロナ禍における生活環境の変化が影響したも
のと考えられる。
↓
〈達成目標〉
　令和5年度については、一人当たりのごみ処理の
費用を、11,343円（5％減）に抑制する。

※目標が達成した状態
　「無駄な商品を買わない」という意識が浸透し、ご
みの減量化が図られ、ごみ処理コストの削減につな
がっている

・分別区分や処分方法については、ごみ処理広
域化を見据えて、関係自治体と協議を進める。
・市民に対しては、ごみ分別アプリ等を活用した
ごみ分別、リサイクルの周知に向け、広報紙、
ホームページだけでなくケーブルテレビ（文字放
送、特集等）やフェイスブックなどホームページを
活用して啓発を行う。
・生ごみ処理容器補助金の増額による生ごみ
（可燃ごみ）の排出抑制を行う。

3
ごみ（廃棄物）の減量
化と循環型社会

・ごみ分別、排出方法等に関し、市ホー
ムページの更新のほか、広報いが、
ウィークリー伊賀市等を活用し住民周
知・啓発を行った。
・生ごみ処理容器購入費補助金を増額
し、併せて普及啓発を進めていることか
ら処理容器の購入量（補助件数）が前
年同月期比（11月）の２．３倍となった。



達成状況
（自己評価）

組織使命 組織使命達成に向けての目標 目標の達成水準 目標を達成するための手段 理由

ごみ（廃棄物）の減量
化

〈現在の状態〉
　広域化に向けた協議体制設置、基本構想策定に
向けての準備段階である。
　↓
〈達成目標〉
　広域化を検討する区域を決定、検討協議会を設置
し、ごみの適正処理、安定処理を維持するための基
本的な考え方を示すための基本構想の策定に着手
する。

※目標が達成した状態
　ごみ処理の広域化に向けた検討が段階的に進ん
でいる。

・検討協議会（任意協議会）を設置し、広域化の
検討を開始する。
・基本構想策定のための検討を開始する。（委託
業務発注）

3

◎部局目標８

▼

伊賀市、名張市、笠置町及び南山城村
ごみ処理広域化検討協議会設置（９月
１日）を設置した。広域化議論の中で本
年度内に法定協議会への移行を目指
すとともに、基本構想策定のための検
討を開始する。

関連の施策・基本事業No 2-5・①

ごみ処理の広域化に向けた検討

ごみ（廃棄物）の資源
化と循環型社会

◎部局目標９

▼

〈現在の状態〉
　ごみ分別アプリの登録数は増えているが、さらなる
登録者数の増加が必要である。
　資源再利用物回収奨励金を交付しているが、登録
団体の減少に伴い回収件数が大幅に減少してい
る。
↓
〈達成目標〉
・ごみ分別アプリ登録者数は、すでに目標値は達成
しているが、本年度は、18，000件まで登録者数を増
やし、資源化に対する理解度（アンケート調査）が
60％とする。。
・奨励金については、90件に増やす。（R4年度実績
87件）

※目標が達成した状態
　市民のごみの資源化の意識が浸透し、資源化が
進んでいる。

・ごみの分別・リサイクルの推進を図るため、外
国人も含めて、ごみ分別アプリ登録・利用促進に
向けた啓発を行う。
・資源化の理解度を達成するための、アンケート
調査を行う。
・奨励金については、広報紙、ホームページだけ
でなくケーブルテレビ（文字放送、特集等）やフェ
イスブックなどホームページを活用して啓発を行
い周知する。

3

・ごみ分別アプリについては、市ホーム
ページやウィークリー伊賀市、案内チラ
シ等を活用し普及啓発を行い、ダウン
ロード数が前年同月比（11月末）22％
増加した。登録者数は11月末で17,601
件で、今年度の目標値18,000件を達成
できると見込まれる。
・アンケート調査については、実施に向
け事務を進めた。
・奨励金については、広報紙、ホーム
ページ等を活用して周知を行った。交
付実績68件(R5.11末)であり、前年同月
比15件増加した。

関連の施策・基本事業No 2-5・②

適正なごみ分別による資源化の
促進

◎部局目標１０

▼

〈現在の状態〉
　平成27年度伊賀市直営し尿収集・処理業務体制
等検討委員会で市直営のし尿収集業務は現場職員
の定年退職が始まる令和９年度より民間への移管
を開始する事が決定されたが、地方公務員法の改
正により退職時期が令和１４年度に延長され、移管
時期も延長が必要となる事の影響等について再度
調整及び検討が必要である。
↓
〈達成目標〉
・検討委員会及び関係者会議において、移管時期
等の再確認を行う。

※目標が達成した状態
　移管時期変更について再度決定される。

・伊賀市直営し尿収集・処理業務体制等検討委
員会設置要綱（平成18年３月22日訓令第３号）に
基づく検討委員会及び関係者会議を開催し、職
員の処遇の在り方や再度移管時期の確認等を
行うため、計３回以上開催し、市の人事方針を含
めて、将来の運営の在り方を検討する。

3

施設の運転管理を行
い、生活排水の適正
処理

関係者会議は開催済みで、収集許可
業者の意向はほぼ確認できた。年度内
（できれば年内に）伊賀市直営し尿収
集・処理業務体制等検討委員会を開催
し、今後の市の方針を検討する。

関連の施策・基本事業No 2-5・③

し尿処理施設の適正な運営の在
り方の検討



達成状況
（自己評価）

組織使命 組織使命達成に向けての目標 目標の達成水準 目標を達成するための手段 理由

◎部局目標１１

▼

〈現在の状態〉
　部落問題をはじめ子ども、女性、障がい者、外国
人、高齢者、性自認・性的指向等に関する人権課題
が今なお存在し、さらにインターネット上での差別書
き込みがあとを絶たず、悪質化及び巧妙化している
現状にある。
↓
〈達成目標〉
・窓口担当職員の相談スキル向上と統一的な対応
が出来るよう、「人権相談の手引」を作成する。
・市民への相談窓口周知を年間3回実施する。

※目標が達成した状態
　人権相談について、職員が市民に寄り添った相談
対応ができ、市民の人権が守られ、安心して生活が
できている。

・人権にかかわる関係部署との相談内容につい
て情報共有し、解決に向けて連携して取り組む。
・庁内の相談窓口について、市民に周知啓発す
る。
・人権課題別の「差別解消ガイドライン」を第4次
人権施策総合計画の期間内において順次作成
し、人権講演会、地区別懇談会、ホームページ等
において、市民へ周知を行い、何が差別につな
がるのかについて、理解を促す。
・人権施策総合計画において、計画期間内での
「人権相談マニュアル」の策定に向けて検討す
る。

3
市民の人権課題の解
決に向けた取組の推
進

関連の施策・基本事業No 5‐１・①
5-2・②

様々な人権相談（人権侵害）に対
応、市民の人権を守るための相
談体制の強化

差別をなくす強調月間を中心に、街頭
等において相談窓口周知の啓発を行う
計画であり、また、人権相談マニュアル
については、10月に第4次人権施策総
合計画が完成したことから、今後、作成
に向けて、庁内関係部署との調整を始
めていくこととする。

〈現在の状態〉
パートナシップ制度は当事者への施策であるとの意
識から、人権意識調査の性的マイノリティについて
の市民の理解度は、「将来なくすことは難しい・どち
らかといえば差別はない・差別はない」が62％と十
分に進んでいない状況である。
↓
〈達成目標〉
・性的マイノリティが安心感をもって、社会生活はも
とより企業内においても自分らしく生きられる社会の
構築に向けて、市民の意識の醸成を図る。人権事
業についてのアンケートを行い理解度を約5％増の
68％を目指す。

※目標が達成した状態
　性的マイノリティが、自己を隠さず、安心して社会
生活が営める社会の構築されている。

・関係部署と連携して、人権講演会や学習会、パ
ネル展等を開催し、市民の理解度を深める。
・パートナーシップ制度と連動した市独自の性の
多様性に関する条例制定について、専門的な意
見を聞く場を継続して設置し、必要性について検
討する。

2
市民の人権意識の高
揚を目指すため、市
民と協働した人権施
策推進

◎部局目標１２

▼

関連の施策・基本事業No 5‐１・①

性的マイノリティが安心して生活
等ができる施策の推進

性的マイノリティに対する市民の理解度
を調査するアンケートの実施に向けて
今後調整する。また、性の多様性に関
する条例の制定については、当事者や
関係者から意見聴取した上で原案を作
成し、庁内検討会の設置とともに、条例
骨子や検討の進め方等について専門
的な知見や助言をいただきながら、取
組を進める予定である。



達成状況
（自己評価）

組織使命 組織使命達成に向けての目標 目標の達成水準 目標を達成するための手段 理由

〈現在の状態〉
　市内中学生への平和に関するアンケート調査で
は、「将来平和な世界を作るために、役立ちたいか」
との質問に「したい。できればしたい」と回答した生
徒が75.％と増加の傾向にあるものの、今なお、4分
の1の中学生が、実感していない状況がある。
↓
〈達成目標〉
・平和に関するアンケート調査「将来平和な世界を
作るために、役立ちたいか」との質問に「したい。で
きればしたい」と回答する生徒の割合を80％まで高
める。

※目標が達成した状態
　中学生の非核平和に対する意識向上にとどまら
ず、現地学習した中学生からの発信を通して、すべ
ての世代の非核平和の意識が醸成されている。

・派遣中学生への事前学習会を実施する。
・派遣中学生から、ひゅーまんフェスタでの報告
を通して、市民に発信する。
・教育委員会と連携して、各中学校における還元
学習を実施する。

2非核平和の意識の醸
成

関連の施策・基本事業No 5‐１・②

若年世代が戦争の悲惨さや平和
の尊さについて実感することによ
る非核平和の意識の醸成

市内中学校の３年生全員に対しアン
ケートを実施したが、結果は73.4%とな
り、目標は達成出来なかった。今後、教
育委員会や中学校長会と連携を図り、
意識を高めていけるよう取組を検討し
たい。

◎部局目標１３

▼

〈現在の状態〉
審議会等団体からの選任等について、団体等の役
員の割合が男性が多く、女性の役員が少ないため、
女性の登用率が低い状態である。
（審議会：26.9％　住民自治協議会等運営委員：
17.6％）
↓
〈達成目標〉
・審議会：28.0％以上
・運営委員：19 .0％以上

※目標が達成した状態
　多様な人々が、審議会に参画し、様々な視点から
の政策が議論されている。

・各課が所管する審議会と運営委員の選出時期
に合わせ、選出前にヒアリングを行い、実情を聞
き取る。
・昨年度策定した「審議会等委員への女性登用
推進ガイドライン」を関係各課へ活用に向けて周
知を行う。
・住民自治協議会に対し女性登用の意義を説明
し、登用率の上昇につなげる。
・男女共同参画に関係する各種団体会員が、政
策決定の場への参画意欲の醸成を図るために、
各種団体に対して、女性登用の意義目的を説明
し、登用率の上昇につなげる。
・男女共同参画係の事業である、「女性防災養成
リーダー」講座について、住民自治協議会へ、受
講を働きかけ、多様な視点からの地域防災組織
の在り方の検討を行う。

3

審議会等の女性登用率については、12
月１日時点で調査を行い、登用率の低
い審議会等に対しては、個別にヒアリン
グを実施し、登用率向上を促すこととし
ている。一方、自治協運営委員に対す
る取り組みとして、全地区訪問により
「地域を守る女性防災サポーター養成
講座」への参加について働きかけるとと
もに、内閣府発行のリーフレットを配布
し、地域防災分野への女性参画の重要
性を説明した。

◎部局目標１４

市民の人権意識の高
揚を目指すため、市
民と協働した人権施
策推進

関連の施策・基本事業No 5‐１・③

男女共同参画社会の実現に向け
た取組の推進による市民・団体
等の意識の醸成

▼

隣保館等の相談業務の充実について、
相談件数は目標どおり推移。ただ、部
落差別をはじめとするあらゆる差別や
人権問題に関する相談は少ない。職員
の専門性を高めるために、本年上期に
職員(教育系の職員も含めて)研修とし
て、ヒューリアみえ人権問題研修の
YouTube映像学習会を実施（５回開催
のべ参加者数14人。業務時間内のた
め参加者が限定的となった。）なお今
後、定時後の開催を検討する。

◎部局目標１５

▼

〈現在の状態〉
　現在においても、地区内外住民の施設利用、事業
参加はあるが、少子高齢化により、参加住民が減少
しつつある中で、あらたな事業展開が必要である。
　同和問題研修会での理解度が89.7％である。
↓
〈達成目標〉
・既存の事業を見直し、人権の拠点としての事業内
容の在り方の検討を行う。
・人権にかかわる講演会・研修会等での理解度「大
変深まった」が94％（約5％増）とする。

※目標が達成した状態
　あらゆる人権課題に対応した施設となり、市民が
人権を拠点として交流しあっている。

・各館における人権連続講座において、あらゆる
人権課題について開催する。
・隣保館、教育集会所、児童館の事業点検を行う
中で、事業のスクラップ＆ビルドを検討し、市民
へあらゆる人権についての学習を提供する。
・各館における事業の実施の情報発信と対象市
民の拡大を図る。

3
あらゆる人権問題の
解決に向けて、人権
施策の拠点としての
隣保館・教育集会所・
児童館事業の充実

関連の施策・基本事業No 5-2・②

部落問題をはじめあらゆる人権
課題の解決を図る拠点としての
事業の充実



達成状況
（自己評価）

組織使命 組織使命達成に向けての目標 目標の達成水準 目標を達成するための手段 理由

◎部局目標１６ 〈現在の状態〉
　外国人住民が日本人住民と安心して暮らし、活躍
できる地域づくりを進めるための具体的な事業計画
「多文化推進プラン<第１期2023-2026〉」が策定さ
れ、本年度から、更に多文化共生社会の実現をめ
ざし、事業を推進していく必要がある。
　外国人住民アンケートで「伊賀市に住んでとてもよ
かった」と感じている外国人の割合」が39％の現状
である。
↓
〈達成目標〉
・多文化共生推進プラン内容について市民周知され
ている。
・多文化共生推進プランに基づく、各取組主体にお
ける具体的施策が浸透し、外国人住民アンケート
で、「伊賀市に住んでとてもよかったと感じている外
国人の割合」41％(2％増)を目指す。
（プラン目標値（2026）45％）

※目標が達成した状態
　外国人住民と日本人住民が相互理解を深め、協
働による共生社会の形成を目指すことができてい
る。

・多文化交流事業・出前講座・研修会などを実施
し、多文化共生の地域づくりについて市民周知す
る。
・プラン委員会及び必要に応じて専門部会を設
置し、本年度取組事業について共有及び課題解
決に向け協議を行う。
・庁内、関係機関、当事者などの意見聴収を行い
ながら、伊賀市版の生活ガイドブックの作成検討
・外国人住民の意見を聴くための機会（アンケー
ト調査・委員会・イベント開催など）を設け、外国
人住民自治組織などの在り方を検討を行う。。

▼ 3

多文化交流事業・出前講座・研修会の
開催、Facebook、広報いが、多言語情
報紙、ケーブルテレビなどを活用し、積
極的に多文化共生推進プランの周知を
行うことができた。
外国人の生活ガイドブック作成では、専
門部会を開催し、関係機関及び庁内各
所属の意見交換や情報共有などを行
い、今年度中完成予定で進めている。
外国人住民対象のアンケート調査結果
では「住んでとてもよかったと感じてい
る外国人の割合」が43％(４%増）の結果
を得た。
また、プラン委員の改選では、当事者
委員を5人委嘱（前回３人）し、より多く
の外国人住民の意見聴収ができる体
制を整えた。

市民の人権尊重と安
心して暮らせる生活
環境の整備

関連の施策・基本事業No 6‐2・①②

多文化共生社会の推進と外国住
民による自治組織の施策の検討


